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アメリカにおける「人的資源管理」（Human Resource Management : HRM）の 1980
年代以降の展開は、アメリカの企業が 1970 年代以来、急激に変化する市場に対し効果的
な対応ができず、国際競争力の低下傾向に悩んでいたことと密接に関連する。 
































なのであろうか。本稿では、こうした 1980 年代のアメリカにおける HRM の展開と労使
関係の変容との関係を検討したうえで、HRM と労使関係の間の関係の可能性について考
察し、管理技法と労働者･労働組合との関係の分析に対する示唆を得たいと考えている。 
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2. 1980 年代アメリカにおける｢人的資源管理｣の課題 
 
2-1. 国際競争力の低下と｢人的資源管理｣ 
 アメリカにおいて、経営労働を主として対象とする管理が Human Resource 
Management という名称で登場するのは、1960 年代のことであろう。それに先立ち、J.R.
コモンズ（John R. Commons、1862~1945）をはじめ少なからぬ経済学者は早い時期から、
発展途上国における重要課題として Human Resource の開発されるべき資源としての意
義に言及していたという。そうした脈絡においてアメリカで最初に書名として使用したの
は F.Harbison and I.Abdelkader, Human Resources in Egyptian Enterprises および
E.W.Bakke, The Human Resource Functionであり、ともに 1958年に刊行されている 2)。 
HRM 概念を最初に書名に使用したものは、P.Pigors, C.Myers and F.T.Malm (eds.), 
Management of Human Resources : Readings in Personnel Administration および W. 
French, The Personnel Management Process : Human Resources Administration であ
り、ともに 1964 年の刊行である 3)。こうして、1960 年代後半から 1970 年代にかけて、
学術書や雑誌の書名のみならず、企業の諸実践や職能部門名、専門職団体の協会名、大学
の科目名や講座名などが従来の Personnel Management（人事管理）という名称から HRM
に徐々に替わり始めたという 4)。 
しかし、とりわけアメリカの企業における HRM の展開に大きな影響を及ぼしたのは、 
M. Beer, B.Spector, P.R. Lawrence, D. Q.Miles and R.E. Walton, Managing Human 
Assets と C.Fombrun, N. M. Tichy and M.A. Devanna (eds.), Strategic Human 
Resource Management の２著であろう 5)。ともに 1984 年に刊行されている。前者はハー
バード大学の、後者はミシガン大学の研究者の成果であり、両大学における講座の開設と
ともに、多くの有能な人材を輩出し、HRM 実践の普及やその経営への影響は海外の企業
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民、自営商工業者など広範な層を組織化した労働騎士団（Noble Order of the Knights of 
Labor）が設立された。その内部抗争を経て 1886 年には、熟練労働者の供給統制力を通じ
て交渉力を確保するビジネス･ユニオニズムを組織原則にもつ職種別労働組合（craft 
union）の全国的連合体として「アメリカ労働総同盟」（American Federation of Labor : 










界産業労働者団体」（Industrial Workers of the World : IWW）が結成されている。IWW
は、まもなく分裂したが、産業別組合（industrial union）への運動の基盤を築いた。 
 第 1 次世界大戦中に、戦時協力のもとに政府により保護され組織が拡大したアメリカの
労働組合運動は、1920 年代にオープン･ショップ運動（open shop movement）や従業員
代表制（employee representative plan）、会社組合（company union）さらには温情主義
（paternalism）に基づく福利厚生運動（welfare movement）などの経営者による施策に
より大幅に後退した。1929 年の大恐慌はその衰退に拍車をかけた。 
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3-1-2. ニューディール型労使関係と「制限的労働慣行」 
 しかし、ニューディール政策の一環として、1933 年に制定された「全国産業復興法」
（National Industry Recovery Act）は、労働者の団結権と団体交渉権を承認し、1935 年




 1935 年には AFL の内部から「産業別組織委員会」（Committee for Industrial 
Organization）が設立された。それは 1938 年には「産業別組合会議」（Congress of 










 さらに特筆すべき特質は、「ジョブ･コントロール･ユニオニズム」（job control unionism）
という組合の運動原理である。それは経営者が「職務分析」（job analysis）、「職務記述書」
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る団体交渉により対抗的とならざるをえない。こうしたルールは一般に「制限的労働慣行」

















基本的に第 2 次世界大戦前後の時期から変わっていない。 
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として認めた。この規定に基づいて、1980 年代末までには現在 23 州あるうちテネシーや


















1977 19335 81334 23.6 
1978 19548 84968 23.0 
1979 20986 87117 24.1 
1980 20095 87480 23.0 
1981 ･･･ ･･･ ･･･ 
1982 ･･･ ･･･ ･･･ 
1983 17717 88290 20.1 
1984 17340 92194 18.8 
1985 16996 94521 18.0 
1986 16975 96903 17.5 
1987 16913 99303 17.0 
1988 17002 101407 16.8 
1989 16980 103480 16.4 
1990 16740 103905 16.1 
1991 16568 102786 16.1 
1992 16390 103688 15.8 
1993 16598 105087 15.8 
1994 16748 107989 15.5 
1995 16360 110038 14.9 
資料：Eva E.Jacobs (ed.), Hand book 
of U.S. Labor Statistics : 
Employment, Earnings, Prices, 
Productivity, and Other Labor 
Data (eighth edition), Bernan 




















1977 298 1212 21258 0.10 
1978 219 1006 23774 0.11 
1979 235 1021 20409 0.09 
1980 187 795 20844 0.09 
1981 145 729 16908 0.07 
1982 96 656 9061 0.04 
1983 81 909 17461 0.08 
1984 62 376 8499 0.04 
1985 54 324 7079 0.03 
1986 69 533 11861 0.05 
1987 46 174 4481 0.02 
1988 40 118 4381 0.02 
1989 51 452 16996 0.07 
1990 44 185 5926 0.02 
1991 40 392 4584 0.02 
1992 35 364 3989 0.01 
1993 35 182 3981 0.01 
1994 45 322 5021 0.02 
1995 31 192 5771 0.02 
資料：Eva E.Jacobs, ibid.,p.419.  
＊数値は、1000 人以上の労働者が 1 日以上のストラ
イキを行った場合のものである。 
 





























ジー（double breast strategy）と呼ばれる戦略も普及した 11)。それは、労働組合勢力の強
い地域の既存事業所においてはこれと協調しつつ合理化･工場閉鎖などによる人員削減を








あるいは「労働生活の質」（Quality of Working Life : QWL）向上運動なども労働組合の
存在意義を疑問視させる効果を期待して利用される場合もあった。 
このような諸要因により 1980 年代には労働組合運動は大きく後退し、労使関係は転換
点を迎えた。それを決定的にしたのはレーガン（Ronald Wilson Reagan 1911~2004）政
権（1981~1989）による行政および司法の反労働政策、さらにはアメリカ社会の保守化で
ある。それを象徴するのが 1981 年 8 月 3 日に発生した連邦航空管制官組合（Professional 
Air Traffic Controllers Organization : PATCO）によるストライキに対する弾圧である。
このストライキには、PATCO 組合員 15,000 人のうち、13,000 人が参加した。レーガン
は、職場復帰命令に応じなかった 11,324 人を即刻、解雇した。幾多の訴訟が行われたが、
解雇された組合員の職場復帰はかなわず、1982 年 7 月 2 日、PATCO は解散を余儀なくさ
れた。この PATCO ストライキに対する弾圧は、レーガン政権のアメリカ産業社会への強
いメッセージとなり、以降に続く保守化の傾向を決定的にした。 
 こうして 1980 年代以降、アメリカの製造業企業の労使関係に「譲歩的賃金協約」が一
般化した。「譲歩的賃金協約」とは一般に、雇用保障措置を条件に労働コストの削減を目的
とする諸方策の導入を認めるという労働側の大幅な譲歩を意味する。この譲歩の主な内容
は、賃金や「生計費手当」（cost of living allowance : COLA）、「失業保険金付加給付」












































る。たとえば「全米自動車労働組合」（United Auto Workers：UAW = International Union, 
















4. ｢人的資源管理」と労使関係－David E.Guest の類型化 
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も同様の衰退傾向にあり、1990 年代初頭にはストライキは過去数十年間で最低の水準にあ
る。 
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の前提に事実上、類似するものである。 
労使協力のための新しい施策についての形跡は、シングル･ユニオンおよびシングル･
バーゲニングの分析に見ることができる。しかし、1992 年の職場労使関係調査（The third 

















第 1 に、HRM はほとんど効果がなく、労働者の価値観やコミットメントには最小限の
影響しか与えていない。 
第 2 に、活用されているのは HRM の「ハード」バージョンであり、労働者が伝統的な
労使関係システムや労働組合をセイフガードやセイフティネットとして必要とするような
状況は存続している。 
 第 3 に、経営者は HRM を支持していても、特に多くの労働者が雇用されている大規模
事業所においては、集団的な対応を維持することの意義を認めている。 
 第 4 に、労使関係システムは、表面上、健全さを維持しているが、経営者が対決し排除
するほどの影響力はない単なる象徴的な「無意味な枠組み」（empty shell）として存続し
ているにすぎない。 




































WIRS 3 のデータは、団体協約によって保護されている労働者は、1973 年の 72％、1984














46％にのぼっていることを WIRS３は指摘している 18)。 
  
4-3. 断片的な「人的資源管理」－「人的資源管理」の重視・労使関係の軽視 
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片的であり、便宜的であることを示唆している。 
























 第 2 は、新しい事業所での労働組合の承認パターンに変化が起きていることである。職
場労使関係調査よれば、労使関係は操業開始時の状況が決定的に重要であるが、創業時に
おける労働組合の承認数が 1980 年代にはそれ以前の 10 年と比較して、はるかに減少して
いる。この傾向は、1980 年代後半に一時的に回復したものの継続している。 
 あらゆる証拠は、企業が労働組合を承認するか、しないかの判断に直面したとき、後者
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